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株式会社武蔵野銀行 
ポジティブインパクトファイナンス実施体制 

2025年 9月 1日 

 

サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト：安生 琢 

 
格付投資情報センター（R&I）は武蔵野銀行のポジティブインパクトファイナンス（PIF）実施体制について、国連

環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が制定したポジティブインパクト金融原則（PIF 原則）に適合していることを
確認した。R&I は、武蔵野銀行から提供を受けた情報と R&I が実施した手続きの範囲において、実施体制の設計
を確認している。 

 

1. 評価対象 

(1) 経営戦略におけるサステナビリティ 

武蔵野銀行は埼玉県さいたま市に本店を置く、1952 年設立の地方銀行。経営理念は「地域共存」「顧客
尊重」。2023 年に 10 年間の経営指針となる長期ビジョン「MCP（Musashino mirai-Creation Plan）～多彩な価
値を結集し、地域 NO.1 のソリューションで埼玉の未来を切り開く～」を策定し、諸戦略の遂行に努めている。 

秩父山地から広がる武蔵野台地、荒川や利根川を擁する埼玉県の地元金融グループとして、持続可能な
地域経済・社会の創造に取り組んでいる。銀行経営に ESG や SDGs の考え方を採り入れ、「武蔵野銀行 SDGs
宣言」や「サステナビリティ基本方針」等の下、サステナビリティ経営の確立に注力している。同宣言では「気候
変動への対応と生物多様性の維持向上」「いつまでも自分らしく暮らせる地域社会」「持続可能な地域経済」
「持続的成長の源泉としての企業統治」を目指すべき姿（重点領域）として掲げる。 

2021 年には TCFD 提言に賛同し、気候変動への取り組みを重要な経営課題と位置づけ、ガバナンスおよ
びリスク管理体制の構築や気候変動がもたらす機会とリスクの把握に努めている。足元では事業者の ESG およ
び脱炭素の取り組み支援を目的とした「ESG 評価シート」を導入しているほか、さまざまな環境関連商品を取り
扱っている。 

こうした中、地域社会の脱炭素化に資するサステナブルファイナンス 1 兆円（2021～2030 年度累計）の実
行を掲げる（2023 年度までの実績 3,950 億円）。今回の PIF 実施体制構築は、これまでの取り組みを深化さ
せ、地域におけるサステナビリティ向上の機運をさらに醸成していくことを目的としている。これらの取り組みを通
じて、サステナブルファイナンスの裾野を広げ、より多くの取引先の事業活動と SDGs 達成の両立を伴走支援
することで持続可能な社会の実現に貢献していく。 

(2) インパクトファイナンスの業務管理体制 

武蔵野銀行では、頭取が委員長を務めるサステナビリティ推進委員会が、気候変動を含む環境や社会にか
かる機会およびリスクへの対応方針やその計画等を協議している。また。2022 年に設置されたサステナビリテ
ィ推進室が、サステナビリティに関わる全行的な取り組みを統括・推進している。同室は地元企業のサステナビ
リティ経営支援や地域創生・地域活性化のほか、気候変動や生物多様性、ダイバーシティ&インクルージョンと
いった課題にも組織横断的な分科会を組成して取り組んでいる。 

PIF の実施にあたっては、インパクトおよび KPI の評価を株式会社ぶぎん地域経済研究所が、ESG 融資の推
進を統括する法人コンサルティング部コンサルティング営業室と連携して行い、同部法人企画グループが取り
扱い可否を決定する。インパクト評価は通常の与信審査と切り離した判断が必要となるため、融資部は関与し
ない。PIF 実行後の年次モニタリングでは、法人コンサルティング部法人企画グループおよび営業店、株式会
社ぶぎん地域経済研究所とで期日管理がなされ、営業店が取引先から報告資料を徴求、同研究所とともにヒ
アリングを行う。必要なノウハウ提供等を通じて KPI 達成をサポートするほか、変更の必要があると判断した場
合には、取引先と協議し、変更・見直しを行う。なお、実施体制の運用状況に対する外部評価も年に 1 度取得
していく予定である。 
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■PIF 実施体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：武蔵野銀行] 

(3) 業務プロセス 

① インパクトの特定 

インパクトの特定に先立ち、事業性評価の知見を生かして取引先の全体像を把握する。その際、環
境・社会面に配慮した取り組みや推進体制等についてもヒアリングし、取引先の経営戦略におけるサス
テナビリティの位置づけを確認する。取引先の全体像に基づき、事業活動に即した SDGs 諸課題へのプ
ラス・マイナスの影響を洗い出し、取引先の事業活動が及ぼすインパクトを特定する。 

特定したインパクトについて国際目線との整合性を確認するため、UNEP FI が提供する分析ツール「イ
ンパクトマッピング」を用いる。具体的には、「インパクトレーダー」が示す持続可能な開発の 3 つの側面
（社会・環境・経済）を網羅するインパクトエリア・トピックと国際標準分類（ISIC）等の業種の対応関係を調
べ、取引先がインパクトを与えるエリア・トピック（プラス／マイナス）、その度合い（大／小）、影響の内容
を確認する。 

取引先が活動する社会の要請を加味するため、バリューチェーン上のステークホルダーが属する国・
地域におけるインパクトニーズを調べる。持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）が「持続可能
なレポート」内で公表する各国の SDG ダッシュボードでインパクトニーズを確認する。取引先の活動が主
に特定の地域を対象とする場合は、自治体が策定する各種計画等も参考にしてニーズの大きさを確認
する。最終的に武蔵野銀行のサステナビリティに関する方針や重要課題と照らし、インパクトを特定する。 

 

■インパクトレーダー                   ■SDG ダッシュボード 
            

 
[出所：UNEP FI]                                 [出所：SDSN] 



セカンドオピニオン 

 

 3/5 

② インパクトの評価 

特定したインパクト領域において取引先の取り組みを促進し進捗状況をモニタリングするためのKPI（重
要業績評価指標）と目標を設定する。目標水準は、取引先のこれまでの SDGs に関する取り組み状況
のほか、社会的に求められるレベルや追加性等を踏まえ、適切で意欲的になるよう設定する。 

インパクト分析結果を取引先と共有し、インパクト領域や KPI、目標値設定過程において認識をすり合
わせる。「ポジティブインパクトの拡大」と「ネガティブインパクトの緩和」に資する KPI・目標について協議し、
可能な限り定量的な目標値の設定を検討する。 

③ モニタリング 

KPI の実績を確認するため少なくとも年に 1 回取引先との面談の場を設け、達成状況をモニタリング
する。達成・未達の要因を分析し、必要に応じて KPI・目標の見直しを検討する。取引先の進捗を踏まえ、
目標達成に向けた具体的取り組みを検討し、継続的に支援する。 

2. 適合性の評価 

武蔵野銀行は前項に示したインパクトファイナンスの業務管理体制や業務プロセスを実施体制マニュアルとして
文書化（非公開）している。R&I は武蔵野銀行が提供した実施体制マニュアルとそれに関連する情報、同行のウェ
ブサイト等を閲覧し担当者への質問を実施した。R&I はこれらの情報と手続きの範囲において、PIF 原則の 4 つの
事項それぞれについて実施体制の設計を確認した。PIF 原則に関しては UNEP FI が公表している関連文書やツー
ルを適宜参照している。原則と主な確認事項は以下の通り。 

原則１ 定義 

ポジティブ・インパクト金融はポジティブ・インパクト・ビジネスのための金融である。 

持続可能な開発の 3 つの側面（経済、環境、社会）のいずれかにおいて潜在的なマイナスの影響が適切に特
定され緩和され、なおかつ少なくともそれらの一つの面でプラスの貢献をもたらすこと。 

ポジティブ・インパクト金融は、このような持続可能性の課題を総合的に評価することから、持続可能な開発目
標（SDGs）における資金面での課題に対する直接的な対応策の一つとなる。 

 実施体系において SDGs の達成と企業収益の向上を両立するビジネスモデル（ポジティブインパクト・ビジネス）
に対して融資する意図を確認している。 

 インパクトの特定にはインパクトレーダーを活用する。インパクトレーダーは、持続可能な開発において特定の
部分にフォーカスする施策よりも全体をとらえる施策（holistic approach）が有効であるとするポジティブインパ
クトファイナンスの考え方に基づき開発されたツールである。武蔵野銀行はインパクトレーダーを活用し、取引
先の事業活動がもたらすプラス・マイナスの影響を全体的に把握する。この分析に基づいて SDGs 達成に向
けた目標設定を行うプロセスをとっており、PIF の定義に合った業務内容となっている。 

 PIF の実行に際してポジティブインパクトの拡大とネガティブインパクトの抑制に資する KPI と目標の設定につい
て取引先と協議し、達成に向けた具体的取り組みを検討した上でインパクト評価を決定する運営となっている。 

 

原則２ 枠組み 

ポジティブ・インパクト金融を実行するには、事業主体（金融機関または非金融機関）が、それらの事業活動、
プロジェクト、プログラムあるいは投融資先の事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための十
分なプロセス、方法、ツールが必要である。 

 インパクトの特定には、上述の通り UNEP FI が提供する「インパクトマッピング」「インパクトレーダー」を活用し、
国際的な見方との整合性をとる。インパクトニーズは SDGs ダッシュボード等のツールを活用して的確に把握
する。 

 個別案件ごとにインパクトニーズと現状のギャップを評価して KPI・目標を設定することとしている。PIF を含む
個別融資案件の取り扱いにおいては、環境や社会に影響を与える可能性の高いセクター・事業に対する融
資方針などを確認している。 

 武蔵野銀行のサステナビリティに関する方針や重要課題と合致するインパクトを特定した上で KPI と目標を設
定し、達成状況をモニタリングするプロセスがある（原則 4 参照）。 
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 インパクト評価を手掛ける株式会社ぶぎん地域経済研究所は、脱炭素支援をはじめとする取引先への各種
コンサルティング経験を、また、同部と連携し PIF 推進を支援する法人コンサルティング部はサステナブルフ
ァイナンスの案件組成経験をそれぞれ有する。企業分析や事業性評価などの業務経験や専門性を生かし
て取引先の包括的なインパクト分析を行う体制を構築している。 

 法人コンサルティング部はインパクト分析の詳細な業務プロセスを示した手順書を策定し、分析ツールの活用
方法や評価上の留意点を明文化することで業務の一貫性を確保する。営業部店と連携した案件推進により、
行内での知見・ノウハウの共有を促進するとともに多様な顧客ニーズに触れることで商品としての品質向上を
図る。 

 融資業務全体としては、営業店、法人コンサルティング部、融資部との連携により、既存業務の枠組みの中
で PIF を効率的に運用する。ただしインパクト評価の判断に他の業務の影響が及ぶことを最小限に抑えるた
め、インパクト評価の決裁は通常の貸付審査と切り離す運用としている。 

 PIF の実施体制について年に 1 回外部評価を受け、実行時のインパクト評価、モニタリングの実施状況が適
切であること等について確認し、必要に応じて内容を更新する。 

原則３ 透明性 

ポジティブ・インパクト金融の事業主体（金融機関または非金融機関）は以下のような点について透明性の確
保と情報開示が求められる。 

 ポジティブ・インパクトとして資金調達した活動、プロジェクト、プログラムあるいは投融資先の事業主体にお
いて意図したポジティブ・インパクトについて（原則 1 に関連）。 

 適格性を判断し、影響をモニターし検証するために確立されたプロセスについて（原則 2 に関連）。 
 資金調達した活動、プロジェクト、プログラム、および/または投融資先の事業主体が達成したインパクトに

ついて（原則 4 に関連）。 

 武蔵野銀行はインパクト分析の結果を評価書として取引先に提供するとともに、評価書の内容(インパクトの特
定、KPI と目標等)を武蔵野銀行のホームページにて公表する。評価の実施状況については独立した評価機
関によるレビューを受け、体制整備に努める。 

 PIF の体制と業務プロセスに関しては R&I が独立した評価を実施し、それらの概要と評価結果を本オピニオン
として公表する。 

 インパクトの達成状況を把握できるよう KPI については定量目標の設定に努める。KPI と目標の達成状況につ
いて、武蔵野銀行のホームページにて公表する。武蔵野銀行は取引先に対し可能な限り KPI の開示を求め
ていく。 

原則４ 評価 

事業主体（金融機関または非金融機関）が提供するポジティブ・インパクト金融は、意図するインパクトの実現
度合いによって評価されなければならない。 

 武蔵野銀行はインパクト領域毎に設定した KPI・目標の達成状況を共有すべく取引先との面談を少なくとも年
に 1 回実施する。面談内容や実績を踏まえ必要に応じて目標の変更を検討するとともに、目標達成に必要
な提案等を通じて取引先のインパクト実現を支援する。 

 地域金融の事業特性や武蔵野銀行のサステナビリティへの取り組み姿勢を踏まえると、継続的に取引先の
事業変化を支援するような融資が多くなることが想定される。このような場合、個別融資の実行による追加的
な効果を測ることは難しい。武蔵野銀行はインパクトを決定する際に、取引先の将来ビジョン等を勘案した意
欲的な KPI の設定も検討することとし、可能な限り追加性を意識できる業務プロセスを定めている。 

以上 
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